
提案団体
（関係府省） 提案 概要

１
厚真町、安平町、むかわ町
（国土交通省）

災害公営住宅事業（一般災

害）の指定要件の見直し

（公営住宅法）

地震等天然現象の被害による災害公営住宅整備事業（一般災
害）の指定要件は、公営住宅法第８条第１項第１号で、その滅
失した戸数が「①被災地全域で500戸以上」又は「②一市町村の
区域内で200戸以上若しくはその区域内の１割以上」となってい
るが、胆振東部地震による北海道（被災地全域）の被害は「480
戸」であるため、本事業の対象外となっている。

被災地の減失戸数については、激甚災害指定基準と同様、
「おおむね」の戸数でも適用可能とし、地域の実情を踏まえた
柔軟な運用を求めるもの。

２
大阪市
（文部科学省）

公立学校施設整備費国庫負

担事業における「前向き整

備」の算定日の限度の緩和

（義務教育諸学校等の施設費の国

庫負担等に関する法律）

公立学校施設整備費国庫負担事業の工事費の算定において、
現行制度上、最大３年先の学級数を限度とする条件（いわゆる
「前向き整備」）について、これを６年先程度に緩和すること。

このことにより、タワーマンションの開発等により児童数が
急増している都心部の実態に合わせた整備が可能となり、継ぎ
接ぎの校舎増築による運動場の狭隘化や工事が連続することに
よる児童生徒への教育環境の影響等を軽減することが可能とな
る。

３
東大阪市
（厚生労働省）

保育士宿舎借り上げ支援事

業に係る補助要件の緩和

（保育対策総合支援事業費補助金

交付要綱）

保育士の宿舎を借り上げるための費用の全部又は一部を支援
する保育士宿舎借り上げ事業に係る補助金について、①保育所
等に採用された日から起算して10 年以内の者、②当該保育所の
所在する市町村の待機児童数が50人未満であり、かつ保育士の
有効求人倍率が全国平均を超えていない場合には、５年以内の
者とされている補助期間に係る要件を撤廃する。もしくは、待
機児童数や有効求人倍率に応じて補助期間を短縮する要件を撤
廃する。

予算編成過程での検討を求める提案（例） 参考資料１



提案団体
（関係府省）

提案 概要 理由

１
横浜市
（厚生労働省）

医療計画の策定等に係

る権限の指定都市への

移譲

（医療法）

都道府県知事は、医療計画の策定
及び地域医療構想の実現に必要な
措置に関する権限を有する。
それら権限を指定都市に移譲する

ことにより、介護保険事業計画と
の整合性を図りつつ、質の高い医
療提供体制に取り組むことが可能
となる。

平成26年提案募集において議論済み。
全国知事会や全国市長会・全国町村

会の合意が得られておらず、新たな情
勢変化等が示されていないため。

２
九州地方知事会
（総務省）

住民基本台帳ネット

ワークシステムにおけ

る「同一住所検索」に

より取得する住民票情

報の改善

（住民基本台帳法）

住民基本台帳ネットワークシステ
ムにおける「同一住所検索」によ
り取得する住民票情報を、検索対
象者と同一世帯番号の情報のみが
取得されるよう改善すること。

平成30年の地方からの提案等に関す
る対応方針において同様の提案に関す
る見直しの方向性が決定されており、
その効果を検証するのに十分な時間が
経過していないため、新たな情勢変化
等が示された場合に調整の対象とする
案件として整理。

提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された
場合等に調整の対象とする提案（例）

① 最近の閣議決定で見直しの方向性が決定されており、その後の新たな情勢変化等
の記述がないもの



提案団体
（関係府省）

提案 概要 理由

１
松原市
（総務省、厚生労
働省）

利用者負担額に係る審

査請求手続の統一化

（子ども・子育て支援法、地

方自治法）

現行規定では、市区町村の保育所等
の利用者負担額決定処分に対する不服
申立は、当該市区町村に置かれる行政
不服審査会に諮問されるが、公立施設
の場合、事前に議会の諮問が必要にな
るところ、議会の諮問手続きを省略す
る。

公立施設と私立施設の利用者負担額
の決定に対する救済手続が異なってい
ることに対して、住民からのクレーム
等の支障は生じておらず、当該手続に
ついても規定のとおり対応できている
状況にあることから、具体的な支障が
示された場合に調整を行う案件として
整理。

２
熊本市
（文部科学省）

日本スポーツ振興セン

ター災害共済給付金支

給事務の自治体からセ

ンターへの移譲

（独立行政法人日本スポーツ

センター法施行令）

生徒・児童が学校の管理下で怪我等
を負った際に、日本スポーツ振興セン
ターから保護者に対して支給される災
害共済給付金について、現在は学校等
を経由して行われている申請及び給付
事務を、保護者と日本スポーツ振興セ
ンターとの間で直接行うことで事務負
担軽減を図る。

給付に係る事務負担を日本スポーツ
振興センターに移行することについて、
センターの感触・意向を確認するため
の提案団体内の調整が必要であるため。

② 支障事例、制度改正による効果が具体的になっていないもの

提案団体から改めて支障事例等が具体的に示された
場合等に調整の対象とする提案（例）



提案団体
（関係府省）

提案 概要

１

宮城県、三重県、滋
賀県、京都府、大阪
府、大阪市、堺市、
兵庫県、神戸市、和
歌山県、鳥取県、広
島県、広島市、徳島
県、愛媛県、関西広
域連合、中国地方知
事会、沖縄県介護保
険広域連合
（厚生労働省）

居宅介護支援事業所の管理者

の資格要件に係る経過措置延

長

（指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準等の一部を

改正する省令）

居宅介護支援事業所における管理者の要件である主任介護支援専門
員について、現在、経過措置として設けられている平成33年３月31日
まで（施行日より３年間）の期間を６年以上に延長する。

これにより、５年以上の介護支援専門員としての実務経験という主
任介護支援専門員になるための研修の受講要件の達成等を図り、居宅
介護支援事業所の廃業や介護支援専門員の離職を防ぎ、利用者への介
護サービスの提供を確保する。

２
熊本市
（経済産業省）

液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律

に基づく事務・権限の都道府

県から指定都市への移譲

（液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律）

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に基づく
販売事業、保安業務等に係る許可、登録、届出、検査等の都道府県知
事の事務・権限を指定都市の長に移譲する。

これにより、消防行政や高圧ガス保安行政を担っている指定都市で
一体的に所管できるようになり、効率的な行政運営や統一的な指導が
可能となる。

再チャレンジ提案（例）



提案 概要 理由

１

地域内フィーダー系統

確保維持費国庫補助金

の要件緩和

（地域公共交通確保維持改

善事業費補助金交付要綱）

地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金の
活用に当たっては、一定の路線再編が必須となっ
ており、新たに運行する区間に対してのキロ要件
がある。

しかし、山間部等においては、点在する集落を
網羅する形で運行しているケースが多く、新たな
経路を運行する方が非効率になる場合があり、現
行のキロ要件を満たすことが困難であるため、同
補助金の補助要件の緩和を求めるもの。

国庫補助金の対象範囲の拡大を求める提案であ
り、「補助金等の要綱等に関する規制緩和」には
該当しないため。

２

指定保育士養成施設の

指定等に係る審査マ

ニュアルの作成

（児童福祉法）

指定保育士養成施設の指定等について、全国均
一の基準で指定等を行うため、指定保育士養成施
設の指定等に係るマニュアル等を策定し、早期に
発出する。

現状でも、都道府県に対して「指定保育士養成
施設審査マニュアル」が示されており、例えば修
業教科目について、申請書の確認事項等も詳細に
明記されていることから、現行制度でも対応可能
であり、権限移譲や規制緩和にも該当しないため。

提案募集の対象外である提案（例）
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現行制度の支障事例、制度
改正による効果等が不明確

地方公共団体側の
調整が困難

現行制度で対応可能で
あることが明らか

予算事業の新設、
補助金の単なる

採択基準の引き下げ等

過去の提案に
おいて方向性が

決定しており、新たな
情勢変化等が無い

国が直接行っている
民間に対する規制の緩和で

あって、地方に対する
規制緩和に当たらない

国の事務等の運用改善で
あって、地方に対する

規制緩和等に当たらない

国・地方の税財源配分や
税制改正

提案内容と異なる
方法での解決を検討

その他※

事前相談がなされたものの、提案に至らなかった案件の概況

※その他：直近の法改正後の動向を注視した上で再検討するもの、都道府県に対する要望であったもの等
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